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 自動車産業の発展、いわゆるモータリゼーションは、「昭和 30 年代では産業復興に役立つ輸送力
を確保するため、まずトラックが先行した。だが、40 年代に入ると、高度経済成長による個人所得
































































































復興期（1945～54 年）、②高度経済成長期（1955～73 年）、③減速経済期（1974～79 年）、④














































































































 具体的には、損害保険会社を上位 6 社のうちの旧三大財閥の 3 社（東京海上、大正海上、住友海
上）、残りの 3 社（安田火災、日本火災、同和火災）、中位 6 社（日産火災、千代田火災、興亜火災、
日新火災、共栄火災、大成火災）、動産 3 社（日動火災、富士火災、大東京火災）、新設 4 社（第一
火災、朝日火災、東洋火災、太陽火災）の計 5 グループ（業界分類方法の 1 つ13）に分類し、1952






















































第 1 期は、1968（昭和 43）年の長期総合保険の開発から積立ファミリー交通傷害保険の大量満期
を迎える 1984（昭和 59）年までの期間であり、第 2 期は、積立型商品が戦略的商品と位置づけら
れることで積立型へのシフトが大々的に進行したそれ以後である。 














































































































の結果、損害保険業界はメガ損保といわれる 3 グループに集約されたが、19 各グループの中核会社




 本研究では、1950 年代～1990 年代に損害保険業界の第一線を担った役員・幹部経験者へのイン
タビューを行った。聴取した内容をオーラル・ヒストリーの手法によって書き起こした記録を主要
な資料の一つと位置づける。 
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6 安藤豊明オーラル・ヒストリー 東京海上日動火災海上保険（株）元常務 2018.8.10
7 齊藤清隆オーラル・ヒストリー 損害保険ジャパン日本興亜（株）元部長 2018.8.10
8 佐野雅宏オーラル・ヒストリー 損害保険ジャパン日本興亜（株）元副社長 2018.12.3
9 浜口和也オーラル・ヒストリー 東京海上火災保険（株）元常務 2018.12.3
10 大利正宏オーラル・ヒストリー 三井住友海上火災保険（株）元次長 2019.3.20
11 石塚雅範オーラル・ヒストリー （株）損害保険ジャパン 元常務 2019.3.20
12 続・栗山泰史オーラル・ヒストリー （株）損害保険ジャパン 元常務 2019.7.31
13 佐野清明オーラル・ヒストリー 東京海上日動火災保険（株）元専務 2019.7.31
14 豊島達哉オーラル・ヒストリー （株）損害保険ジャパン 元執行役員 2019.7.31

































































































争の分析フレームワーク」であり、各々の詳細は各章で説明する。   
 
5. 論文の構成 




第１章では、戦後から自由化・規制緩和までの約 50 年を対象とし、その期間を 4 つに分けて概
観する。 
第 2 章では第 1 章の歴史的経緯を踏まえたうえで、特に、損害保険システム形成の背景と意義を
検討する。なお、リサーチクエスチョンに関しては 1 および 2 に関連し、特に、リサーチクエスチ
ョン 1 と関連性が強い。 



















ト』第 18 巻、2019 年 3 月 
②「戦後から自由化までにおける損害保険システムの形成と意義」『公共政策志林』第 7 号、2019
年 3 月 
③「戦後規制下の損害保険産業の自動車保険発展プロセスにみる企業間競争と協調」『実践経営』
































4 1998（平成 10）年以降、業界の再編が加速した。その目的は自由化による環境変化に対応する 
  ための企業体力確保の一環としての規模の拡大と経営効率化だった。第 1 次再編では業界トッ 
  プの東京海上は金融持株会社であるミレアホールディングスを設立し、総合保険グループを目 




3 グループを合わせたマーケットシェアが 9 割に達することから 3 メガ損保グループと呼ばれて
いる。各グループの中核損保会社である東京海上日動、三井住友海上、損害保険ジャパン日本興
亜のことをメガ損保・3 メガ損保と呼ぶこともある。（2020（令和 2）年 4 月に損害保険ジャパン
日本興亜は損害保険ジャパンに社名変更）。 
5 経済企画庁（1956）42 頁。 
6 朝日新聞経済部（1980）9 頁。 
7 日本損害保険協会（1995）8～23 頁。 









10 詳細は第 1 部第 2 章で取り上げることになるが、保険業法、保険募集の取締に関する法律、損  
  害保険料率算出団体法の 3 つに外国保険事業者に関する法律を加える場合には、4 つが損害保険 


















 （注）上記は再保険専門会社である東亜火災は除く。なお、1972（昭和 47）年の沖縄返還で 
    誕生した大同火災を含めて新設 5 社とすることもある。 
 （出所）森松（1988）『損害保険業界』122~128 頁を基に筆者作成。 
14 当時の火災保険代理店制度における代理店の種別（ランク分け）は、特別 A・特別 B・甲・乙の 
  4 ランクがあった。越知（1963）では上位ランクの特別 A と特別 B を指して特別代理店と呼称 
   している。 
15 ポーター（1982）183 頁：ポーターは「業界内の企業をその戦略次元上での特徴によって戦略グ  
ループに分けることができる」とし、「戦略グループは、各戦略次元上で同じか、あるいは類似の 
戦略をとっている企業のグループ」と述べている。 
16 宮下・米山（2007）57 頁。 
17 同前,57 頁。 
18 米山（1992）64 頁：「わが国の損害保険社史に対して、画一的で平板な社史を想像するのは誤り 
  である。特に大手企業に本格的な社史が多い」と指摘し、その資料的価値を評価している。 
19 2019（平成 31）年 3 月末時点における 3 メガ損保グループのマーケットシェアは約 90％に達
している。 
20 インタビュー記録は法政大学イノベーション・マネジメント研究センターのワーキング・ペー 








































21 トンプソン（2002）13・14 頁。 
22 ヤウ（2011）22 頁。 
23 同前,22・23 頁。 
24 オーラル・ヒストリーについては、広辞苑第七版（2018）では「①語り伝えられたできごとの 
  経緯。口承による歴史。②要人や事件の当事者の証言をまとめた記録」と記載されており、日 
  本でも一般的に知られるようになっている。 
25 ポルテッリ（2016）101 頁。 
26 トンプソン（2002）24 頁。 
27 同前,24 頁。 
28 同前,24 頁。 
29 ポルテッリ（2016）94 頁。 
30 ヤウ（2011）52 頁。 
31 中村（2013）2～7 頁。 
32 同前,9 頁。 
33 同前,9・10 頁。 
34 佐藤（2008a）134～184 頁/佐藤（2008b）57～140 頁。 






第 1 部 戦後規制下における損害保険システムの形成と意義 
 














 護送船団行政は、1980 年代に高まった金融自由化の流れを受けて、1998（平成 10）年以降は自
由化・規制緩和へと転換した。 














































るため、本章では大手 5 社3 の大衆保険化に向けた戦略行動を中心に分析を行う。4 
 
図表 4 企業保険・大衆保険の元受収入保険料(除 積立保険料)構成推移 





保険料 構成比 保険料 構成比 保険料 構成比 保険料 構成比 保険料 構成比
企業保険 1,645 59.9 10,393 50.4 14,092 39.0 17,639 30.5 24,069 27.0
大衆保険 1,102 40.1 10,230 49.6 22,044 61.0 40,226 69.5 65,174 73.0
合計 2,747 100.0 20,623 100.0 36,136 100.0 57,865 100.0 89,243 100.0





















(1) 再建・伸展の時代～護送船団体制の確立～（1945～1954 年） 
① 損害保険産業の再建・復興 
  第二次世界大戦によって、経済活動は壊滅的な打撃を受け、国民生活は混迷を極めた。損害保険
産業も例外ではなく、全住宅の 4 分の 1 に当たる 310 万戸が焼失・損壊し、保有船舶は 640 万総










１社が政府補償を受けたが、他の損害保険会社は 1948（昭和 23）年 3 月末までに新旧両勘定を合
併し、最終処理を完了した。6 














 1946（昭和 21）年～1947（昭和 22）年にかけて、全国各地で火災が相次いだ。1947（昭和 22）
年 4 月に発生した長野県飯田市の大火に対する保険金は約１億円に達した。飯田市の大火に際し
て、損害保険協会と大蔵省が日本銀行と交渉し、損保 13 社が都市銀行から 1 億円の融資を受けて、
保険金の支払に充てたとされる。 
1947 年 1 月に火災保険料率は普通物件 35%、工場物件 80%、倉庫物件 35%の引上げが行われた




「火災保険の料率引上げは昭和 22 年 1 月と、昭和 22 年 11 月の 2 回にわたって行われた。第 1
回の引上げに際しては、損保会社の大幅の申請に対して保険課は相当の削減を行ったが、その後、
飯田の大火による支払資金借入れなどの緊急事態もあり、また極度の危機に業界が直面していたの






のうち 1947（昭和 22）年に制定された私的独占の禁止及び取引の確保に関する法律（以下, 独禁
法）は、損害保険経営の課題である料率決定の仕組みに大きく影響を与える法律だった。 
 独禁法は、米国の反トラスト法を範としてつくられたが、目的は企業活動における自由競争の促




















③ 損害保険会社の再編と 20 社体制 
 戦前から政府主導による損害保険会社の再編が進められ、1940（昭和 15）年に 48 社だった損害
保険会社は、1944（昭和 19）年時点で 16 社になった。 
終戦まで損害保険会社の新設は行われず、1949（昭和 24）年～1951（昭和 26）年にかけて、第
一火災海上保険、東洋火災海上保険、朝日火災海上保険、太陽火災海上保険の 4 社が新設されて 20




図表 5 損害保険産業の 20 社体制 
 
（出所）筆者作成。 
社名 創業・創立年 社名 創業・創立年
1 東京海上火災保険   1879（明治12） 11 日動火災海上保険   1898（明治31）
2 安田火災海上保険   1887（明治20） 12 富士火災海上保険   1918（大正7)
3 大正海上火災保険   1918（大正7) 13 大東京火災海上保険   1918（大正7)
4 住友海上火災保険   1893（明治26) 14 共栄火災海上保険   1918（大正7)
5 日本火災海上保険   1892（明治25） 15 大成火災海上保険   1920（大正9）
6 同和火災海上保険   1897（明治30） 16 東亜火災海上保険   1940（昭和15）
7 日産火災海上保険   1911（明治44） 17 第一火災海上保険   1949（昭和24）
8 興亜火災海上保険   1918（大正7) 18 東洋火災海上保険   1950（昭和25）
9 千代田火災海上保険   1897（明治30） 19 朝日火災海上保険   1951（昭和26）















図表 6 住宅金融公庫特約火災保険と住宅総合保険の比較 
 
注 1・注 2 火災保険では建物価額に対する保険金額の割合に応じて、罹災時の保険金が減額される。 
          （例）建物価額 1,000 万円、保険金額(付保金額)700 万円、罹災で 200 万円の損害が発生。 
          損害額 200 万円×保険金額 700 万円/建物価額 1,000 万円 
                    =損害額 200 万円×70%=支払保険金 140 万円 
      付保割合条件付実損払特約の場合には、建物価額の 70%（特約火災）、80%（住宅総合） 
      以上の保険金額を設定すれば、保険金額限度に実損（実際の損害額）が支払われる。 
      （例）建物価額 1,000 万円、保険金額(付保金額)700 万円、罹災で 200 万円の損害が発生。 
          損害額 200 万円×保険金額 700 万円/建物価額×70% 
                    =損害額 200 万円×100%=支払保険金 200 万円 

























図表 7 住宅金融公庫特約火災保険の契約件数・元受保険料推移（1950〜1953 年） 














年度 契約件数 契約高(保険金額) 元受保険料
1950（昭和25） 64,489 19,196 119,823
1951（昭和26） 97,975 34,179 192,069
1952（昭和27） 145,111 55,633 229,471




















































1950 年代以降急増した。自動車保険の需要も急増し、1950（昭和 25）年に 8 億 3,500 万円だった




図表 9  モータリゼーション初期の交通事故件数・自動車保有台数・自動車保険の対比 
                          （単位：件,万台,百万円,%） 
  
（出所）警察庁交通局交通事故統計・総務省統計局車種別保有自動車数・インシュアランス 
        統計号各年度版を基に筆者作成。 
 
正味保険料 損害率
1945（昭和20）） 8,706 14.4 − −
1950（昭和25） 33,212 41.4 835 59.6
1955（昭和30) 93,981 150 4,125 63.9
















 自賠責保険の元受保険料は、損保会社全社ベースで、1955（昭和 30）年度 22 億 6,800 万円、


































 1964（昭和 39）年 6 月に発生した新潟地震では、地震とともに津波も重なり、火災も発生した。













 その後、1965（昭和 40）年 4 月の保険審議会は地震保険制度創設を答申し、同年 5 月には大蔵
省から損害保険協会と料率算定会に対して、地震保険制度創設準備について通達された。 
大蔵省と損害保険業界は検討を重ね、1966（昭和 41）年 2 月に制度の全体像がまとめられ、同





































































図表 12 損害保険産業の沿革（1955～1973 年） 
 
（出所）筆者作成。 



























































































中堅・中小損保で発売された。1979（昭和 54）年から大手 4 社（東京海上、安田火災、住友海上、
大正海上）にも解禁され、大ヒット商品となった。 





























図表 13 損害保険産業の沿革（1974～1985 年） 
 
（出所）筆者作成。 
(4) バブル経済と戦後体制終焉の時代～積立型保険全盛期・自由化前夜～（1986～1997 年） 
① バブル経済と積立型保険販売競争の激化 
 1980 年代後半の日本経済は、バブル経済の狂乱を経験した。1989（平成元）年 12 月 29 日には、






































図表 14 実質 GDP 成長率の推移（1980〜1990 年） 
（単位：%） 
 



































































図表 15 バブル経済崩壊後の保険会社の破綻（1997～2001 年） 
 
（出所）筆者作成。 
年　月 社　名 事　由 参考（継承会社）
1997年4月 日産生命保険 大蔵省による業務停止命令 あおば生命保険
1999年6月 東邦生命保険 金融監督庁による業務停止命令 AIGエジソン生命保険
2000年5月 第百生命保険 金融監督庁による業務停止命令 マニュライフ生命保険
2000年5月 第一火災海上保険 金融監督庁による業務停止命令 損害保険契約者保護機構
2000年8月 大正生命保険 金融庁による業務一部停止命令 大和生命保険
2000年10月 千代田生命保険 東京地裁への更生特例法申請 AIGスター生命保険
2000年10月 協栄生命保険 東京地裁への更生特例法申請 ジブラルタ生命保険



















































 こうした一連の動きを受けて、1995（平成 7）年に保険業法が 56 年ぶりに全面改正され、損害
保険業界では自由化に向けた動きが本格化した。 









 1992（平成 4）年 6 月にリオデジャネイロで開催された「環境と開発に関する国連会議（地球サ
ミット）」には、経団連（経済団体連合会）から安田火災の後藤康男社長（当時）を団長とするミッ
ションが派遣された。地球サミットは、日本企業が地球環境問題に本格的に取り組む契機となった。 
1991（平成 3）年に日本列島を縦断した台風 19 号は、全国各地に甚大な被害をもたらし、風水
害保険金支払額が過去最大の 5,680 億円に上った。 
1995（平成 7）年に発生した阪神・淡路大震災では、地震保険金の支払い総額が 783 億円に達し、
地震保険制度が創設されてから最大となった。この震災によって地震保険の重要性が再認識され、













(5) バブル経済と戦後体制終焉の時代（補足 自由化前夜の日米保険協議決着） 



















1991 平成3 台風19号日本列島縦断（保険金支払5680億円） 自賠責保険、死亡保険金額3000万円へ・料率引下げ8%
1992 平成4 保険審議会「新しい保険事業のあり方」答申







































































 同年 12 月 15 日に急転直下、日米保険協議は決着した。その骨子は、「（1）主要分野の規制緩和









 日米保険協議は、最終期限とされていた 1996（平成 8）年 12 月 15 日の前夜、当時の三塚蔵相
とバシェフスキー米通商代表部代表代行との電話協議で決着したとされる。この時の損害保険業界
と行政の対応について、損害保険ジャパン日本興亜元副社長 佐野雅宏は次のように述べている。 
「1996（平成 8）年 12 月の日米保険協議受諾の時で、土曜日の朝でしたか、大蔵省から連絡が
あって、『アメリカの最終案が出た。これは呑まざる得ないと考えている』と。『大手 4 社は、各社






































































3 マーケットシェア 1 位から 5 位までの東京海上、安田火災、大正海上、住友海上、日本火災のこ
とをいう。戦後の損害保険企業のマーケットシェアは 1960 年代から 1970 年代の大衆化路線の中
でこの 5 社に収束してきた。また、1998（平成 10）年以降の自由化・規制緩和時代における業界
再編においてもこの 5 社が中心となった。 




5 安田火災海上保険（1988）160・161 頁。 
6 保険研究所（1968）269～271 頁。 
  安田火災海上保険（1988）166・167 頁。 
  安田火災海上保険（1990）346～348 頁。 




9 安田火災海上保険（1990）335～337 頁。 
10 太田（1980）33 頁。 




むるときは保険会社に対し第 1 項の統制協定を為すべきことを命じ又は同項の統制協定の加盟 
会社若は非加盟会社に対し其の統制協定の全部若は一部に依るべきことを命ずることを得」。 
12 長谷川（1990）212・213 頁。 
13 東京海上火災保険（1979b）175～177 頁。 
14 同前,175～177 頁。 
15 真屋（1995）969 頁。 
 九條（2018）32・33 頁：外資系損害保険会社としては、3 社（オールステート自動車火災保険、 
 ジェイアイ傷害火災保険、アリアンツ火災海上保険）の参入があった。 
16 安田火災海上保険（1990）376～378 頁。 
17 経済企画庁（1956）42 頁。 
18 東京海上火災保険（1979b）203～205 頁。 
  住友海上火災保険（1993）149 頁。 













 名当たりの死亡保険金額が 30 万円だったがその後何度も改定を加え、現在は傷害損害 120 万円
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第 2 章 損害保険システムの形成と意義 
 












































図表 17  主要保険種目構成比率の推移（元受保険料ベース） 



















































 損害保険事業の主務官庁は、1941（昭和 16）年 12 月に商工省から大蔵省に移管された。同省で










































 保険募集取締法は、1948（昭和 23）年 7 月に従来の業界の自主協定に代わって法制化された。
保険業法第 11 条の統制協定に基づいて、損害保険協会が募集秩序の混乱を防止してきたが、自由














以来実施してきた、統制協定を認めた保険業法第 11 条13 の規定が、独禁法に抵触するとされたの
である。 







独禁法の適用除外とされた。14 1948（昭和 23）年 7 月に制定されたのが、損害保険料率算出団体
に関する法律である。 
同法の成立によって保険業法第 11 条の協定条項は削除され、同年 11 月には損害保険料率算定
会（以下, 損害保険算定会）が設立された。 
 算定会が算出する料率（以下, 算定会料率）15 は、蓄積された過去の広汎なデータから損害率を
計算し、これに損害保険会社の経費率を勘案して算出された。損保各社は大蔵大臣が認可した算定
会料率を遵守することとなったが、当初は GHQ の反対もあり、各社に算定会料率の使用を義務づ




算定会料率は、保険料率算出に関する 3 つの基本原則18 に則って算出されており、範囲料率の制
度19 により若干の幅が認められた、実質的には統一料率だった。20  
1963（昭和 38）年 12 月、自動車保険の急増を背景に算定会から分離独立する形で、自動車保険
料率算定会（以下, 自動車算定会）が新設された。  
 





 1959（昭和 34）年 4 月、大蔵大臣の諮問機関として保険審議会が設置された。その目的は、「大
蔵大臣の諮問に応じて、保険制度の改善及び保険行政上について重要な事項について大蔵大臣に意

























































図表 19  主な保険審議会答申と概要 
 
（出所）筆者作成。 
















































































の自粛を要請するとともに、1956（昭和 31）年 12 月には、9 名の理事による業務規制特別委員会











図表 20 に示したように、1950 年代以降、代理店格付制度も大きく進化していった。1952（昭和
27）年 7 月、初の代理店の格付制度として、火災保険代理店格付制度が発足した。その後、1958





1971（昭和 46）年 7 月、長年の課題であった募集制度について、大蔵省は有識者の意見を参考
にして「損害保険の募集制度の検討について」を業界に示した。これを受けて、1973（昭和 48）







































































































































































害保険会社は 1 社も破綻することなく安定的に発展したのである。50 
  

























図表 22  保険規制の分類 
 

























　政　   府：経営の準則を規定
　　　　　   形式的監督
















































 図表 23 で示したように、料率算出団体を有しないのは英国だけである。また、料率算出団体が
ある米国、ドイツ、日本の中で、保険会社に料率の遵守義務があるのは日本だけである。 
 
図表 23  損害保険事業に関する規制の国際比較 
 
（注）専属代理店：1保険会社との委託契約締結、乗合代理店：複数保険会社との委託契約締結。 
   専業代理店：専ら保険代理業を営む代理店、副業代理店：兼業代理店ともいわれ別事業と保険代


































































































   損害保険指令：損害保険指令は旧 EC 理事会で採択された広範囲の保険規制で EU に継承された。 
   本表は、日本と各国の保険規制を比較するため概ね 1993 年時点の保険規制をもとに作成。 
（出所）中西（1992）,井口（1996）,大蔵省「損害保険行政の当面の諸問題」(1993),「安田総研ク 

































と、第 2 に損害保険に関する情報弱者である消費者の利益を守ること、第 3 に保険商品・保険料率
の適切性を担保することの 3 点であったといえよう。 
  



























































図表 25 規模・収支残率比較（1960 年度） 
 
(出所) 『損害保険特別統計号』を基に筆者作成。 
図表 26 規模・収支残率比較（1970 年度） 
 
























図表 27 規模・収支残率比較（1980 年度） 
 
(出所) 同前。 
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第 2 部 損害保険産業の大衆化路線と企業間競争・協調 
 
 第 2 部では、戦後の損害保険産業を代表する損害保険会社に焦点を当てた考察を行う。研究の手
順としては、まず第 3 章でそれぞれの損害保険会社の創業経緯、経営理念を概観したうえで、保険
ビジネスの大衆化路線1 を中長期ビジョンと企業戦略および商品開発の観点から考察する。 
 次に個別会社の大衆保険化への対応に関して、特に自動車保険を中心に検討を行う。第 4 章では
モータリゼーションの勃興によって、顕在化したリスクである自動車保険事業を巡る個別会社の戦















































































 まず、大手損保 5 社3 の創業史を概観したうえで、各社の経営理念を分析する。次に、大手損保、
中堅・中小損保の中長期経営計画を精査することで、大衆保険路線を巡る企業活動を事業戦略、組
織体制、人材育成、保険募集体制、資産運用、その他と順に検討していく。 
 次に大衆化路線と商品開発について検討する。ここでは第１章第 2 節で述べたように「新種保険
など大衆保険化に対応する商品の開発」という観点で考察を進める。大衆保険化に対応する商品開














































































































































































 1906（明治 39）年、北前船の 5 大船主が大手海上保険会社に対抗して日本海上保険を設立した。























































































































































































「『信頼』人の心を大切にしよう」など 5 項目から構成された。50 
 
⑥ 中堅・中小損害保険会社の事例 












































































「GoGo 作戦」（1977（昭和 52）～1979（昭和 54）年）では、過去 10 年間のマーケットシェア
低下を受け、創業 100 周年（1979 年）での飛躍を目的に大衆保険へ舵を切った。目標として元受





（ABC 戦略）。53  
「NewStep-1 計画」（1980（昭和 55）～1984（昭和 59）年）では、新世紀・新目標に向けた東
京海上の新しい一歩と 5 年後の収入保険料 1 兆円、マーケットシェア 1%アップ、世界第 1 位の損
害保険会社を目指すなど積極展開施策を推進した。GoGo 作戦との比較で特徴的なのは規模の拡大
に加えて体質強化を推進したことである。具体的には①販売網の強化、②企業物件営業の推進、③
国際化路線の拡充、④第 2 次総合機械化計画の 4 点で、中でも販売網の強化に重点を置いた。54  


















「NCP（ニューセンチュリープロジェクト）」（1983（昭和 58）～1988（昭和 63）年）は、5 年


















 大正海上（三井海上）では 1974（昭和 49）～1977（昭和 52）年の長期経営計画が初の経営計画
であり、大衆分野への転換であった。ここでは営業基本戦略を大衆保険分野指向へと転換し、マー
ケットシェア 10%を目指した。60  
「V5 作戦」（1981（昭和 56）～1985（昭和 60）年）は、経営基本目標達成のための具体策であ
る。元受保険料 5,000 億円、マーケットシェア 9%（海外込み）、代理店網 3 万店、総資産 1 兆円な
どのチャレンジ目標が定められ、同社初の挙社キャンペーンとして 5 年間にわたって実行された。
61  
「ダッシュ 70 作戦」（1986（昭和 61）～1988（昭和 63）年）は、創立 70 周年に向けて元受保
















「第 6 次長期経営計画」（1976（昭和 51）～1978（昭和 53）年）では、「総収入保険料、総資産
の増大を図るとともに、適正利益を確保し、もって業界優位を目指す」という総合方針が設定され
た。この方針に基づき、総合目標として元受 2,000 億円以上、総資産 3,850 億円以上、営業収支残





 「80（ハチマル）計画」（1979（昭和 54）～1984（昭和 59）年）は、本格的な長期経営計画と
いえるもので、日本経済の安定成長を踏まえた同社の成長軌道を描き、1980 年代の 10 年間に照準
を合わせて策定された。 
住友海上はそれまでに業界順位を 5 位まで上げてきており、さらに 4 位に進出することを目標に
し、「80 年代収保 4 位へテイクオフ」をスローガンに掲げた。そのうえで展開されたのが次の 5 つ
の中期計画、「80－1 計画（1979（昭和 54）～1981（昭和 56）年）」、「80－2 計画（1982（昭和 57）
～1984（昭和 59）年）」、「総合営業力強化 2 カ年計画（1985（昭和 60）～1986（昭和 61）年）」、








 日本火災では、1965（昭和 40）年から 1967（昭和 42）年の長期計画で大衆保険分野への積極的
姿勢を表明しているが、実質上重点を置いたのは 1970（昭和 45）年以降である。 
「代理店網拡充 3 カ年計画」（1970（昭和 45）～1972（昭和 47）年）は、拡大均衡政策の一環
として、大衆保険分野で長期的に安定的な増収体制を確立するには、代理店網の質・量の飛躍的拡
大が必須だという認識で推進された。66  
その後同社では、「総資産倍増 3 カ年計画」（1973（昭和 48）～1975（昭和 50）年）、「戦力倍増










「ニュー日火 5」（1986（昭和 61）～1990（平成 2）年）では、基本理念として①顧客志向の総
合保障サービス体制の完成、②より積極的な開発型企業への変革、③代理店中心の営業体制確立が
設定された。また、基本目標として、総合営業力で 3 位を展望できる基盤を築くこととし、真のプ
ロ代理店の大量育成、中心を研修生出身代理店とし、収保 5,000 万円以上の代理店を 1,000 店育成
することが定められた。68  
「GET 21」（1991（平成 3）～1995（平成 7）年）では、非財閥系損保の雄として存在感ある企
業を目指すことを基本目標とし、5 カ年の最初の 3 年をマーケットシェア 7.5%達成、モーターラ
ンクアップ 3PART II 計画（モーター関連代理店取引に強い上位損保に対抗できる位置に引き上げ
る）の完遂、総資産で 3 兆円企業入りなどを目指すなど全社を挙げての取組みを行った。69 
 





 以上、大手 5 社の中長期経営計画と事業戦略を振り返った。損害保険事業における中長期経営計
画は、中長期または長期経営計画と銘打ってはいても、ほとんどは 3～5 年程度の時間軸しか持っ
ておらず、将来にわたる長期展望を描いたものは少ない。東京海上の GoGo 作戦、安田火災の T 号
作戦、日本火災の長期計画は、大衆保険化に向けての長期的な観点を持った事業戦略という点では
評価できよう。 
 住友海上の 80（ハチマル）計画と一連の中期経営計画、東京海上の ToPS 5 カ年計画の策定プロ





度に創立 45 周年を機に策定した、「長期経営計画（4 カ年計画）」は独自色が強い計画である。 
その内容は、増収と経営効率を両立することにより質量ともに最優の会社を目指し、事業収益を
押さえながらマーケットシェアを 12 位から 10 位にアップするという意欲的なものである。 
この計画に先立ち、1957（昭和 32）年には営業地域や営業拠点を都市部に絞る方針を、1959（昭
和 34）年には自動車保険の積極方針を打ち出すなど、他の中堅・中小損保には見られない戦略性を





















































































 東京海上は 1964（昭和 39）年に火災保険と新種保険とで統一されていなかった営業体制を見直
し、ノンマリン一本化（ノンマリン種目を一括して販売）のための組織再編を行った。その後、1960
年代後半には大衆保険を扱う体制を強化するため、2 度にわたり再編を行った。  
1970 年代～1980 年代には営業拠点を大量に増強するとともに、1980（昭和 55）年にはマリン・
ノンマリンの区別なく販売する総合販売体制を完成させている。 
安田火災は、1964（昭和 39）年に自動車保険営業推進本部を設置し、自動車保険営業の積極化
を支援する体制をとった。1965（昭和 40）年から 2 年間で全国 15 支店に自動車課を新設し、自動
車保険契約の急増に臨み、都内営業部と地方営業部の 4 部体制を再編し、6 部体制で強化した。 







を担っていたが、全社の営業推進を統括する部署として、営業推進部が設置されるようになった。   





















る営業組織の整備が必要になるが、大手損保と中堅・中小損保には差異があったのだろうか。   
 図表 32 は、営業部または支店の組織の事例である。総務・庶務的担当をする総務課、部・支店
全般の業務支援をする業務課、事故対応をする損害査定課、そして営業課・支社・営業所が保険販





































































 中堅・中小損保の営業組織体制は大手損保の後塵を拝した。図表 34 の大手・中堅・中小損保の
1974（昭和 49）～1986（昭和 61）年の営業店舗数の推移では、大手が先行して店舗を増設してき
たことが見てとれる。中堅・中小損保の中では、早くから自動車保険など大衆保険に取り組んだ大

























































図表 34 損害保険各社の営業店舗数（1974・1980・1986 年度対比） 

















東京海上 174 275 1.58 410 1.49 2.36
安田火災 188 269 1.43 480 1.78 2.55
大正海上 138 218 1.58 249 1.14 1.80
住友海上 151 219 1.45 260 1.19 1.72
日本火災 182 253 1.39 273 1.08 1.50
同和火災 160 206 1.29 220 1.07 1.38
日産火災 140 152 1.09 181 1.19 1.29
興亜火災 160 190 1.19 214 1.13 1.34
大東京火災 166 247 1.49 284 1.15 1.71
その他 1,263 1,675 1.33 1,907 1.14 1.51


















図表 35 損害保険各社の社員数推移（1974・1980・1986 年度対比） 
（単位：人数, 倍） 
















東京海上 5,567 9,011 1.62 11,162 1.24 2.01
安田火災 5,455 7,757 1.42 10,160 1.31 1.86
大正海上 3,729 5,268 1.41 7,760 1.47 2.08
住友海上 3,182 4,781 1.50 5,866 1.23 1.84
日本火災 3,342 4,360 1.30 5,466 1.25 1.64
同和火災 3,056 3,938 1.29 4,320 1.10 1.41
日産火災 3,220 3,334 1.04 3,367 1.01 1.05
興亜火災 3,011 3,500 1.16 4,416 1.26 1.47
大東京火災 2,281 3,610 1.58 5,565 1.54 2.44
その他 18,829 21,771 1.16 25,757 1.18 1.37




















再開された教育制度では、新入職員の 6 割を内務部という事務処理センターの所属とし、1 年間
の基礎教育と事務処理の実務経験を積み、4 割を損害査定部門、システム部門、財務部門などに配
属し専門教育を行った。さらに、1981（昭和 56）年度からは新入職員全員を内務部で 1 年間教育、
訓練することで最新の業務知識を習得したうえでの第一線配属とした。この 1 年間の中で営業店、



























 その後、研修プログラム全体は充実されているが、新入職員の内務部での研修は 1990 年代には 6
か月に短縮されている。 
 
図表 37 社員研修主要実施項目（安田火災 1968・1993 年度） 
 
（出所）安田火災海上保険（1990）485 頁および安田火災海上保険（1993）25 頁を基に筆者作成。 
 
 日産火災は 1979（昭和 54）年に新しい社員研修体系を策定し（図表 38）、社内研修と社外研修
のうち、社内研修を職場内研修 OJT と階層別・業務研修を実施した。また、1982（昭和 57）年に
教育部が新設された後は、従来のノンマリン営業開発業務研修の商品知識、業務知識中心のものか
ら、販売ノウハウに重点を置いたものにし、営業施策を推進するうえで効果を挙げた。78 









































図表 38 社員研修体系（日産火災 1985 年度以降） 
 












 これらの直扱い契約と代理店扱い契約の比率は 1 対 9 とされ、全体のボリュームの中では代理店
が扱う契約がほとんどである。したがって、大衆化路線に向けての営業体制強化では、全国にわた
る店舗網の整備と有力な代理店をいかに開拓・育成するのかが各社の差別化戦略とされたのである。 
 図表 39 の 1974（昭和 49）年度、1980（昭和 55）年度、1986（昭和 61）年度の実在代理店数
の推移を見ると、全社で 1.24 倍、1.30 倍、期間中では実に 1.61 倍に増設されている。また、企業
規模に関わらず多くの損保会社で代理店数が 1.5〜2 倍に増加している。 
これは、代理店の新設・増設に要するコストが営業店舗の設置コストに比べるとわずかであるた
     新入社員研修
     フ ォローアップ研修（階層別）










       総務・会計
       海上・その他
       フォローアップ研修（営業・営推・損害査定）
























図表 39 損害保険各社の実在代理店数（1974・1980・1986 年度対比） 
























東京海上 20,534 30,459 1.48 57,114 1.88 2.78
安田火災 29,665 40,301 1.36 55,192 1.37 1.86
大正海上 16,967 21,522 1.27 36,403 1.69 2.15
住友海上 18,941 21,042 1.11 32,873 1.56 1.74
日本火災 18,187 21,590 1.19 27,462 1.27 1.51
同和火災 16,115 17,316 1.07 19,439 1.12 1.21
日産火災 11,896 14,489 1.22 17,572 1.21 1.48
興亜火災 14,081 19,830 1.41 25,294 1.28 1.80
大東京火災 14,278 24,679 1.73 32,528 1.32 2.28
その他 124,580 142,547 1.14 155,361 1.09 1.25




























































































図表 41 損害保険産業の資産運用状況推移（1955〜1990 年度） 




運用内訳 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率
預貯金 235 28.1 937 23.1 6,185 18.9 16,737 15.7 24,918 10.4
金銭信託 13 1.6 6 0.1 37 0.1 2,185 2.1 10,955 4.6
コールローン 29 3.5 190 4.7 441 1.3 1,722 1.6 4,152 1.7
買入金銭債権 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1,909 0.8
有価証券 339 40.5 1,957 48.2 11,449 35.0 54,711 51.5 109,059 45.5
　うち公社債 18 2.2 285 7.0 2,081 6.4 20,780 19.6 26,663 11.1
　うち株式 297 35.5 1,582 39.0 8,940 27.3 22,079 20.8 43,205 18.0
　うち外国証券 7 0.8 35 0.9 190 0.6 10,125 9.5 31,404 13.1
貸付金 102 12.2 602 14.8 12,444 38.0 24,666 23.2 76,286 31.8
不動産 119 14.2 366 9.0 2,202 6.7 6,263 5.9 12,557 5.2
運用資産 合計 837 100.0 4,058 100.0 32,758 100.0 106,284 100.0 239,836 100.0




 図表 41 によれば、全社ベースの運用資産は、1955（昭和 30）年度の 837 億円から 1990（平成
2）年度の 23 兆 9,836 億円に急増している。運用先の内訳をみると、預貯金比率は 28.1%から 10.4%
に低下している。これは運用先の多様化によるものと推測される。 











図表 42 損害保険 9 社の資産運用状況（1986 年度） 
                                    （単位：億円, %）  
 









運用内訳 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率
預貯金 2,549 11.0 2,894 17.7 1,662 14.4 1,404 13.5 1,666 19.7 779 15.9 638 14.5 895 14.1 1,067 14.7
有価証券 12,074 52.3 6,851 41.8 5,820 50.6 5,330 51.2 4,241 50.1 2,943 60.2 2,392 54.5 3,119 49.2 3,236 44.7
　うち公社債 4,449 19.3 2,182 13.3 2,239 19.5 1,931 18.6 1,023 12.1 1,277 26.1 728 16.6 1,006 15.9 985 13.6
　うち株式 4,545 19.7 2,827 17.3 2,217 19.3 1,928 18.5 1,873 22.1 1,021 20.9 1,009 23.0 1,181 18.6 1,115 15.4
　うち外国証券 2,237 9.7 1,421 8.7 1,165 10.1 1,086 10.4 972 11.5 618 12.6 508 11.6 671 10.6 932 12.9
貸付金 5,769 25.0 4,505 27.5 2,486 21.6 2,131 20.5 1,750 20.7 761 15.6 950 21.6 1,585 25.0 1,922 26.5
不動産 1,715 7.4 951 5.8 814 7.1 387 3.7 502 5.9 136 2.8 190 4.3 366 5.8 477 6.6
運用資産合計 23,086 100.0 16,374 100.0 11,502 100.0 10,404 100.0 8,470 100.0 4,892 100.0 4,391 100.0 6,345 100.0 7,241 100.0


























しかし、大衆保険化が本格化した 1970 年代におけるシステムコストは、1 セット約 500 万円（端




































































































































 1950 年代半ばから 1970 年代初めにかけて、日本は世界でも類例を見ない高度経済成長を達成
した。GNP（国民総生産）の名目成長率は年平均で 17.8%を記録し、日本経済の規模そのものが一
気に拡大した。重化学工業化の躍進に続き、船舶、鉄鋼、石油化学、自動車などの輸出が大きく伸



























1948（昭和 23）年度の保険料率を 100 とした場合、1980（昭和 55）年には住宅物件：13.3、一





図表 45 火災保険の平均料率推移 
（単位：円） 
 
（注）期間 1 年、保険金額 1,000 円に対する料率。 
（出所）阪田雅裕（1987）147 頁を基に筆者作成。 
 
図表 46 火災保険平均料率推移（1948 年度対比） 
 
（出所）阪田雅裕（1987）147 頁を基に筆者作成。 
年度 住宅物件 一般物件 工場物件 倉庫物件
1948（昭和23） 11.28 14.34 16.41 3.00
1950（昭和25） 8.56 12.42 10.93 2.87
1955（昭和30） 4.37 7.66 6.62 2.09
1960（昭和35） 2.85 5.18 4.73 1.65
1965（昭和40） 2.06 3.53 3.60 1.27
1970（昭和45） 1.89 3.13 2.67 1.16
1975（昭和50） 1.62 2.62 2.04 1.03
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類されていた。自動車保険は 1950 年代から 1960 年代に、傷害保険は 1970 年代には独立種目とし
て扱われるようになった。 




自動車保険の発展の概要は第 5 章で詳述するが、1960 年代以降の自動車事故増大による収益悪
化の時期を経ながらも、大衆化路線を牽引する保険種目として示談交渉サービスをはじめとする新
商品や特約が開発され、商品内容の充実が図られた。 
 また、1960 年代半ば以降 1970（昭和 45）年度までに、新種保険全体は元受保険料で 3.8 倍に成
長している。これはモータリゼーションによる交通事故の増加が社会問題化したことを背景に、





1973（昭和 48）年 7 月には、1 契約で家族全員の交通傷害リスクをカバーするファミリー交通
傷害保険、1974（昭和 49）年 4 月には、自営業や弁護士・会計士など専門的職業人等の就業不能
の際の収入減を補償する所得補償保険が発売された。93 
 なお、大衆保険として成長した傷害保険には、生命保険と損害保険のいずれに属するのかという















社で販売されていたが、96 本格的な積立型保険として発売されたのは、1968（昭和 43）年 4 月に
発売された長期総合保険97（以下、長総と表記）である。当初は中堅・中小損害保険会社に限定的
に認可されたが、最終的には全社が販売することになった。98 






































































































 自動車保険が損害保険事業にもたらした変革は、次の 2 点に集約できよう。1 つは、損害保険ビ









































































2 田中英男（1983）40 頁。 
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M.E.ポーターと M.R.クラマー（2011）によって提唱された CSV（Creating Shared Value：共
通価値の創造）は、企業が社会課題に対応することで社会的価値と経済的価値の両立をめざすアプ
ローチであり、そのコンセプトを実践しようとする企業は多い。こうした観点から、損害保険事業




























図表 49 は、戦後の損害保険会社（元受会社）20 社について大手損保、中堅・中小損保の区分を
記載し、本研究の参考として自由化後の姿がわかるように再編の全体像を示した。 
戦後の 20 社は 1998（平成 10）年の自由化を契機に第 1 次再編で 13 社に、第 2 次再編で 10 社
（うち 5 社は金融持株会社 3 グループの傘下）となった。 
 
図表 49 戦後損害保険 20 社の大手損保・中堅中小損保の大別と変遷 
 
（注）1951（昭和 26）年の 20 社体制は再保険専門会社である東亜火災が含まれている。ここでは
同社を除き、1972（昭和 47）年の沖縄返還時に誕生した大同火災を加えた元受損害保険会


































































































































































































































































































同様に日動火災、大東京火災、富士火災の動産 3 社は、いずれも大衆保険割合が 80%を超えてい










 1997（平成 9）～1998（平成 10）年までに、ほとんどの新聞社の経営陣は、オンライン新聞と
いう喫緊の経営課題に危機感を抱いていた。そして、このままでは、収益の 20〜30%が喪失してし
まうと予測し、自らオンライン新聞に参入しなければ、他社が参入してくるだろうと判断した。 
8 つの新聞社のうち 6 社では、オンライン新聞を脅威と認識し、予算や組織のオンライン新聞事
業に対するコミットメントが行われた。ある新聞社では、1996（平成 8）〜1998（平成 10）年の
3 年間でオンライン事業への予算を 4 倍、従業員を 2.6 倍に増やし、他の新聞社ではオンライン事

































 わが国のモータリゼーションは、概ね 1950 年代から始まり、1960 年代～70 年代に大きく加速
した。具体的には、1960（昭和 35）年に保有台数 330 万台・死傷者数 30 万人だったものが、1970
（昭和 45）年には保有台数 1,859 万台・死傷者数 100 万人4 となり、保有台数で 5.6 倍、死傷者数



















 図表 51 は、全種目ベースのマーケットシェアの推移を表したグラフである。1950 年代は東京海
上の一人勝ちであり、1 強多弱の様相を呈していた。2 位以下の損保会社は混戦状態でその差は僅
かだった。 
1950（昭和 25）年度からの全種目のマーケットシェアの推移を見ると、2 位の安田火災が 3 位
以下を一定引き離していたが、徐々にマーケットシェアを落とし、1955（昭和 30）年度は大正海
上が安田火災に肉薄している（図表 51）。50 年代後半から安田火災が 2 位集団から抜け出し、東京
海上に次ぐポジションを確固たるものにしている。 
 
図表 51 マーケットシェア推移（全種目） 
 
（出所）保険研究所『インシュアランス損害保険特別統計号（各年度版）』、『損害保険戦後統計』 
    を基に筆者作成。 
 
 図表 52 は自動車保険のマーケットシェアの推移を示したものである。東京海上が終始トップで
あることは全種目と同じであるが、1951（昭和 26）年度の自動車保険のマーケットシェアは、日








図表 52 マーケットシェア推移（自動車保険） 
 
（出所）保険研究所『インシュアランス損害保険特別統計号（各年度版）』、『損害保険戦後統計』 
    を基に作成。 
 
自動車保険増収率 
 モータリゼーションの進展によって、自動車保険に対する需要も拡大した。しかし、図表 53 で
示したように、自動車保険の増収率5 から各社のスタンスの違いが浮き彫りになった。 




















保各社の自動車保険の収支残率6 を見ると、1963（昭和 38）～1969（昭和 44）年の 7 年間は、ど
の会社もほとんど赤字となっている（図表 54）。 
自賠責保険も 1956（昭和 31）～1959（昭和 34）年までは、ほぼ全社が 10%〜30%の赤字、中





















から、火災保険は 1960 年代には約 12%から 18%の高い増収率で推移した。 
火災保険は、1969（昭和 44）年度 31.5%、1970（昭和 45）年度 24.5%と、極めて高い増収率を
達成しているが、これは長期総合保険（積立型火災保険）の営業推進による影響が大きい。火災保
険は損害率が低く、収支残率も 20%から 40%水準と非常に安定していた。 
 


















② 自動車保険を「機会（オポチュニティ）」と認識した損害保険 3 社の事例 





同社は、旧安田財閥を起源とする芙蓉グループの損害保険会社で、業界 2 位に位置していた。 
1950 年代は大正海上（業界 3 位）に追い上げられ、社内には危機感があった。当時の状況を同
社元社長 有吉孝一は、以下のように述べている。「新入社員当時、同期の仲間と『安田火災は今に




1963（昭和 38）年 1 月に安田火災社長に就任した三好武夫は、拡大均衡という事業戦略に掲げ、
その一環として同年 12 月に「自動車保険政策転換について」と題する通達を出し、これまでの自




























は、自動車 1 台あたりの走行距離が減るのです。そうすると、やはり事故も減る」14 と景気動向に
よって自動車保険の事故率が変動することを指摘している。さらに、「3 年なり、5 年なりの傾向線
を見てね、事故率を推定して料率も推定するというように、長期的に見ないといけないので、1 年
























三好は自動車算定会が設立された翌 1965（昭和 40）年 3 月に前社長檜垣文市から算定会理事職
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 自動車保険を巡る東京海上内部での議論の様子を同社社史は次のように伝えている。「元受 19 社





































1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972
（％）









③ 自動車保険を「脅威（リスク）」と認識した損害保険 6 社の事例 





















ている。「昭和 30 年代から 40 年代前半にかけて大正海上の首脳陣は、重大な情勢判断の誤りを犯





















 大正海上は業界 2 位の安田火災をキャッチアップ可能なポジションにありながら、その機会を逸
することになったのである。 
 図表 58 は大正海上の自動車保険の推移を示している。概ね全社平均程度の増収率と収支残を維
持しているが、大手損保の実績としては物足りないといえよう。 
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 同和火災は、1951（昭和 26）年度には、自動車保険のマーケットシェアは業界 3 位に位置して
いたが、1960（昭和 35）年度には業界順位は 9 位にまで後退した。1964（昭和 39）年に好成績を












え積極的に対応した結果、1964（昭和 39）年度には 2 位に業界ポジションを上昇させたが、それ
以降は収支悪化の懸念から、自動車保険を脅威と捉え非常に消極的な姿勢をとり低迷した。 
 
(6) 損保会社 9 社のリスク認識と対応の結果 
① 自動車保険に対する経営姿勢 
 損保 9 社の事例について、反復実験の手法によって導出した結果をプロットしたものが図表 61
である。縦軸は企業保険分野または大衆保険分野のどちらに強みを持つのか、横軸は自動車保険に













図表 61 自動車保険に対する損害保険 9 社の経営スタンス 
 






大きく 3 つの時期に分けられる（図表 62）。 



























































































1  2000（平成 12）年以降の合従・連衡の流れの下で、調査対象の 9 社は現在、東京海上日動、損
害保険ジャパン、三井住友海上、あいおいニッセイ同和の 4 社に再編されている。 
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をすべて担保する車両保険のオールリスクカバーを実施した。対人賠償は、従来賠償金の 4 分の
3 が支払限度であったところを 4 分の 4（全額）に拡充した。 





第 5 章 企業間競争と協調−自動車保険を中心として− 
 
1. はじめに  




















































③「規制下の量的競争5 」という 3 つの競争パターンを提示し、それぞれの中で、各種の産業にお
ける個別企業間の競争を研究している（図表 63）。 
 







































 わが国の自動車保険は、1914（大正 3）年 2 月に東京海上が事業免許を取得し、営業を開始した
ことに始まる。7 
当時の国内自動車保有台数は 1,066 台に過ぎず、引受保険会社は同社 1 社のみで、初年度成績は



























円だった。その後、数回の改定を重ね、死亡保険金限度額は 3,000 万円に引き上げられている。12 




図表 64  自動車保険・自賠責保険の料率改正（1964〜1970 年） 




 自動車保険・自賠責保険の収支は 1960 年代を通じて不安定であったが、1967（昭和 42）年頃か
ら、自動車保険の損害率上昇と収支悪化に対して、損害保険業界を挙げた体質改善の動きが活発化
した。 






1967（昭和42） +21.0 +66.0 +15.0 +13.4
1969（昭和44） - +96.5



























1972（昭和 47）年 10 月、示談交渉サービス付自動車保険を全社ベースで発売するという方針が
固まり、大蔵省に基本構想を説明した。対応にあたった保険第二課長は業界の方向性に十分な理解
を示し、全社に事故処理体制 3 カ年計画の提出を求め指導したという。21 なお、業界方針が決定す
るまでにかなりの時間を要したことに対しては、当時の大蔵省銀行局保険部長が、損害保険業界の
過度な慎重姿勢と協調体質に業界誌上で苦言を呈する場面もあった。22  







 1974（昭和 49）年に対人賠償示談交渉付自動車保険である家庭用自動車保険（FAP : Family 
Automobile Policy）が発売され、1975（昭和 50）年に業務用自動車保険（CAP : Commercial 
Automobile Policy）、1976（昭和 51）年には FAP と CAP を統合した商品として自家用自動車保
険（PAP : Private Automobile Policy）が発売された。 
さらに、対人事故よりも頻度が高い対物事故についても示談交渉を行う保険として、1982（昭和
57）年に自家用自動車総合保険（SAP : Special Automobile Policy）が発売され、示談交渉サービ
スは自動車保険のスタンダードな機能として国民生活を支えた。 
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 以上のとおり、1950 年代～1980 年代にかけて、自動車保険（自賠責保険を含む）は、各種の新
商品、新特約、あるいは改正などが行われ、大衆保険としての内容の充実が図られた（図表 65）。 
 










































大正海上 9.1%、住友海上 8.5%、日本火災 9.4%である。当時のマーケットシェアにおいて、東京海






全種目 1950年 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年
東京海上 18.0 15.9 17.6 16.1 16.3 15.7
安田火災 12.2 9.8 9.9 9.3 11.2 12.4
大正海上 9.1 9.5 8.4 7.5 7.0 8.0
住友海上 8.5 7.9 7.6 6.2 5.1 6.2
日本火災 9.4 8.1 7.7 6.8 5.7 5.8
同和火災 8.3 6.8 6.2 5.9 5.4 4.9
日産火災 5.9 5.3 5.9 6.4 6.4 5.1
興亜火災 4.1 4.6 6.3 6.8 5.0 5.2
大東京火災 2.2 3.0 3.0 5.0 4.3 5.0
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1951（昭和 26）年度の自動車保険マーケットシェアは、東京海上 15.6％、安田火災 9.2％、大正












自動車保険 1951年 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年
東京海上 15.6 12.3 15.3 17.3 16.4 15.4
安田火災 9.2 7.5 7.7 7.6 11.0 12.1
大正海上 7.2 6.1 5.1 5.9 6.7 7.0
住友海上 7.7 6.6 5.1 4.8 4.2 5.1
日本火災 12.4 8.8 7.3 6.0 4.8 5.2
同和火災 11.4 8.1 5.2 5.4 5.3 4.7
日産火災 10.9 9.6 9.6 7.1 6.6 5.4
興亜火災 6.4 8.1 7.9 8.2 4.5 4.6
大東京火災 0.0 1.4 3.3 8.8 6.3 7.3
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図表 70 のとおり、1955（昭和 30）年度は、伝統的な保険種目である火災保険と海上保険が、そ




図表 70 保険種目別構成比の推移（元受保険料） 




図表 71  大手損保 5 社のマーケットシェアの変動（1950 年度・1955 年度） 
（単位：％） 
 




おいて、東京海上 15.9%、安田火災 9.8%、大正海上 9.5%、住友海上 7.9%、日本火災 8.1%となり、
社名 種目 1950年度 注 1955年度 シェア変動
全種目 18.0 15.9 -2.1
自動車 15.6 12.3 -3.3
全種目 12.2 9.8 -2.4
自動車 9.2 7.5 -1.7
全種目 9.1 9.5 0.4
自動車 7.2 6.1 -1.1
全種目 8.5 7.9 -0.6
自動車 7.7 6.6 -1.1
全種目 9.4 8.1 -1.3








とことごとくシェアを落とした。これにより 2 位の安田火災と 3 位の大正海上の全種目マーケット



























社名 種目 1965年度 1970年度 シェア変動
全種目 16.1 16.3 0.2
自動車 17.3 16.4 -0.9
全種目 9.3 11.2 1.9
自動車 7.6 11.0 3.4
全種目 7.5 7.0 -0.5
自動車 5.9 6.7 0.8
全種目 6.2 5.1 -1.1
自動車 4.8 4.2 -0.6
全種目 6.8 5.7 -1.1








2 位以下の多弱状態における安田火災と大正海上の 2、3 位争い」という 2 つの構図がある。24 ま
た、その 2 つの企業間競争のなかで大東京火災が収支改善対策に苦労しながらも自動車保険に積極






れ、1940（昭和 15）年に 48 社だった損保会社数が、1945（昭和 20）年の終戦後には 16 社にまで
減少し、戦後の損保会社はその後の新設 4 社を含めて 20 社となった。25  
大会社の合併はスムーズな融合に時間がかかるとされるが、東京海上では、合併 3 社（東京海上、
三菱海上、明治火災）が早い時期から資本交流、人事交流に務め、3 社の会長に各務鎌吉（旧東京










 次に、自動車保険を巡る大手損保の戦略的行動に目を向けたい。図表 73・74 はそれぞれ、モー



























車保険契約を増やしていった。31 自動車業務部を 1964（昭和 39）年度に設置し、タテ割り意識が
強かった営業体制を改め、火災保険と新種保険（含 自動車保険）の営業を統合したノンマリン一
本化を業界に先駆けて実施している。32 




された。1967（昭和 42）年度の 20.4％をピークに、1971（昭和 46）年度には 15.8％と－4.6%の
大幅なダウンとなった（図表 75）。 
 




































果たしたのは 1962（昭和 37）年である。41  
同社の社史にも情勢判断の誤りに気がつかなかったと記載されているように、会社方針として自








































プを目標とし、自動車保険では業界 4 位、船舶保険では増収率で業界 2 位、貨物保険では業界 3 位、
運送保険では業界 5 位など、保険種目ごとに具体的な目標が定められた。53 
 1964（昭和 39）年 1 月には、自動車保険、特に自賠責保険に対する政策転換の方針を徹底させ





































































38 年当時、T 社の 1 位は動かせないだろうが、3 位の会社が安田を追いぬいて 2 位に入るだろう。
そして安田は 3 位か 4 位になるというのが、新聞、雑誌の評であった。（中略）そこで、私はいか
んと思いまして、自動車保険を積極的にやることに方向転換をし、39 年 1 月に臨時部店長会議を
開き、スタートを切った」65 























図表 77 安田火災のＴ号作戦の進捗状況（1963～1970 年度） 
（単位：％） 
 
（注）対東京海上比：東京海上を 100 とした場合の比率。 










































 東京海上では、1959（昭和 34）～1963（昭和 38）年にかけて自動車保険の引受規制が徹底的に




































 そして、さらに 3 年後の 1975（昭和 50）年の支店長会議では菊池は次のように述べている。 
「今から 7 年前には当社のマーケットシェアは、安田、大正の 2 社の合計よりちょっと上だった
























～1979 年度）」である。GoGo 作戦は、東京海上の創業 100 周年に当たる 1979（昭和 54）年度に
元受保険料収入を 5,500 億円とし、マーケットシェアを 1%引き上げることを目標としていた。 
1976（昭和 51）年 12 月、各部室店長宛の親展文書「創立 100 周年計画の策定について」には、
次のような決意が記されていた。 
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「当社は 1979 年 8 月 1 日に創立 100 周年を迎える。この時にあたり先輩の築きあげた伝統を輝
かしい業績で飾り、つぎの新しい世紀を迎えることが我々に課せられた義務であるが、過去 10 年
をふり返ると当社のマーケットシェアは 1967 年度の 17.3%を最高として 1975 年度には 15.3%に
落ち込んでいる。また総資産、運用資産も同様に当社のシェアは 20%台から 16〜17%台へ低下し










 菊池がスタートさせた GoGo 作戦は、期の半ばで後任社長の渡辺文夫にバトンタッチされた。渡






  そして、作戦は見事に完遂され、元受保険料は目標の 5,500 億円に対して 5,700 億円に、マーケ







年度 東京海上（ａ） 安田火災 大正海上 安田＋大正（ｂ） （ａ）－（ｂ）
1963 17.1 9.0 8.0 17.0 0.1
1964 16.5 8.8 7.4 16.2 0.3
1965 16.1 9.3 7.5 16.8 -0.7
1966 16.3 9.8 7.3 17.1 -0.8
1967 17.5 10.3 7.1 17.4 0.1
1968 17.3 10.9 7.2 18.1 -0.8
1969 16.9 11.4 7.2 18.6 -1.7






















不変の業界 1 位、自動車正味保険料を 35.8 倍に拡大させている。安田火災は、自動車保険マーケ
ットシェアは僅か 6.0％だったものを＋6.6％の 12.6％とし、業界順位を 6 位から 2 位に上昇させ
ている。その間自動車正味保険料は 81.5 倍に拡大している。また、同じ期間の代理店数を比較す


























観は否めなかった。自賠責保険の挙績でも、1964 年度には日産火災を抜いて初めてシェア第 1 位








を決めました。自賠責だから年度末の 3 月 31 日が締切ではないのです。書類の回収と集金をする




自動車正味保険料(千円) 5,204,190 46,234,825 186,214,345
自動車保険業界シェア 17.4 15.7 16.2
自動車保険業界順位 １位 １位 １位
代理店数全体 13,043 16,954 30,459
代理店数(自動車) 11,472 15,806 26,411
東京海上
1963年度 1972年度 1981年度
自動車正味保険料(千円) 1,788,170 34,456,635 145,659,218
自動車保険業界シェア 6.0 11.7 12.6
自動車保険業界順位 ６位 ２位 ２位
代理店数全体 17,197 24,181 40,301


















































開したのである。   
 





東京海上では、1977（昭和 52）～1979（昭和 54）年度の GoGo 作戦で大衆保険の底上げによる
全種目シェアのアップに成功するとともに、1983（昭和 58）年には自賠責保険のトップシェアの
10 年ぶりの奪回を果たした。 
図表 81 は 1963（昭和 38）～1980（昭和 55）年度までの東京海上と安田火災の全種目・自動車
保険・自賠責保険のマーケットシェア業界順位と全種目での対東京海上比率の推移を追ったもので
ある。安田火災は、自動車保険については 1966（昭和 41）年度に、自賠責保険については 1967
東京海上 安田火災 東京海上 安田火災 東京海上 安田火災
1963 1 2 1 6 1 5 52.6
1964 1 2 1 6 1 5 53.3
1965 1 2 1 5 1 5 57.8
1966 1 2 1 2 1 3 60.1
1967 1 2 1 2 1 2 58.9
1968 1 2 1 2 1 2 63.0
1969 1 2 1 2 1 2 67.5
1970 1 2 1 2 1 2 68.7
1971 1 2 1 2 1 2 73.9
1972 1 2 1 2 1 2 74.7
1973 1 2 1 2 1 2 75.3
1974 1 2 1 2 1 2 76.6
1975 1 2 1 2 2 1 79.0
1976 1 2 1 2 2 1 79.7
1977 1 2 1 2 2 1 78.9
1978 1 2 1 2 2 1 78.5
1979 1 2 1 2 2 1 77.4






（昭和 42）年度に業界 2 位になり 1974（昭和 49）年度からは業界トップとなった。安田火災は、
1963（昭和 38）年度時点では東京海上のわずか 52.6%に過ぎなかった。13 年後の 1976 年度には
79.7%と 80%に迫るまでに成長したのである。 







































































当社では 11 月 26 日、日通と爾後（じご）の契約につき談合（交渉・相談）した結果、従来の 3 分







































































































社名 親密企業 個別戦略 代理店戦略 営業・査定体制
同和火災 － 関西主力・東京周辺エリアの体制強化 代理店拡充
日産火災 日産自動車・日立製作所 企業保険・日産系ディーラーに強味 日産系以外の代理店拡充
興亜火災 日本通運 日本通運関連に強味 ディーラー・整備工場
大東京火災 － 独自戦略「都市重点主義」 ディーラー・サブディーラー・整備工場
千代田火災 トヨタ自動車・東海銀行 トヨタ系ディーラーに強味 中核代理店・ディーラー代理店









































































界第 2 位集団を安田火災（2 位）、大正海上（3 位）、住友海上（4 位）、日本火災（5 位）が形成し
ていた。 
 モータリゼーションの勃興によって始まった自動車保険を巡る企業間競争は、大きく 4 つのフェ
ーズに整理される。 
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 図表 86 で示したように、中堅・中小損保 15 社は一般に「動産 3 社」、「中堅 7 社」、「新設 5
社」の 3 グループに区分されていた。動産 3 社は日動火災、大東京火災、富士火災の 3 社であり、






図表 86 中堅・中小損害保険会社の企業特性 
 











































































中堅 7 社の中でも千代田火災、日産火災、同和火災、日新火災の 4 社は、大手損保のように全国
に拠点を置き、企業保険および大衆保険の両分野で幅広い営業展開を行っていた。企業系列では、
千代田火災がトヨタ自動車、日産火災が日立製作所および日産自動車との結びつきが強かった。 
興亜火災、共栄火災、大成火災の 3 社は、先の 4 社と同じく大手損保に準じた営業体制をとる面
もあったが、特定顧客との関係強化や特化型の営業展開を行った。 
 中堅・中小損保 15 社のうち 10 社は、営業職員が直接募集に従事する「直販制度（直接販売制





















7 損害保険業界でも、1961（昭和 36）年 3 月には、興亜火災、千代田火災、日産火災の 3 社が共
同研究するなど、8 現行法の枠内で積立型火災保険の開発が検討されていた。 





































社員・代理店が一体となり「積立保険発売記念特別募集運動」を実施し、最初の 4 か月（4〜7 月）








図表 87 興亜火災による長期総合保険販売推進活動（1968～1973 年） 
 
（出所）興亜火災海上保険（1995）『興亜火災海上保険株式会社七十五年史』,329-331 頁を基に 
    筆者により加筆修正。 
   
 従来の損害保険の販売手法を変えた興亜火災の販売推進活動は、中堅・中小損保内で抜きんでた
成果を達成した。図表 88 は、大東京火災が作成した中堅・中小損保 7 社の契約状況をまとめたも
のである。保険料に着目すると、徹底した販売推進を展開した興亜火災がトップであり、これに大
東京火災、日動火災が続いた。この 3 社はいずれも直販社員制度を持っており、これが効果を挙げ
























































は「日本火災を上位 5 社というが、4 社までは旧財閥系企業だ。当社は 3 社が合併して 5 番目にな
っただけで、財閥系企業とは異なる。だから長期総合保険を認可してほしい」22 と申し入れ、1968
（昭和 43）年 10 月に認可を取得し発売にこぎつけた。 
同社は全社を挙げた「ローラー作戦」を展開し、販売半年で先行した中堅・中小損保 7 社の合計
8.6 億円を超える 10 億円の収入保険料を挙げ、1969（昭和 44）年度には 40 億円の実績を挙げた。
23 
興亜火災 1968年4月 30,720 43,580,010 350,421
千代田火災 1968年4月 1,583 2,813,700 36,325
大成火災 1968年5月 2,074 3,164,660 39,055
大東京火災 1968年6月 12,709 22,638,490 265,839
日動火災 1968年7月 42,154 24,327,010 116,292
富士火災 1968年7月 6,640 9,602,100 50,020
日新火災 1968年9月 370 600,300 8,566
契約件数 保険金額 保険料認可時期
 186 
 1969（昭和 44）年 4 月には、東京海上、安田火災、大正海上、住友海上も認可を取得し、各社
は周到な準備と積極的な営業推進を行った。 

















理店チャネルをフル活用した営業推進策であり、初年度年間保険料で 45億 7,000万円を達成した。 






記されていた。同社が獲得した初年度年間保険料は 25 億 6,000 万円であった。 















期保険課を新設、代理店キャンペーンの実施など周到な準備を進めた。1969（昭和 44）年 4〜6 月
を「発売記念月間」、7〜8 月を「首位奪回月間」、11〜12 月は「長期総合保険飛躍月間」、1970
（昭和 45）年 1〜3 月は「長期総合保険総攻撃月間」と激しい販売戦略を展開した。30 
 同社社長 三好武夫（当時）は、1970（昭和 45）年 1 月の社内報で、以下のように社内を鼓舞し
た。「長期総合保険は当社の得意な分野であり、絶対に他社に負けられない。負けては世間の笑い
になる。業界 1 位、いずれの会社に対しても勝たねばならない」31 




和 45）年度には東京海上が、1971（昭和 46）～1972（昭和 47）年度は富士火災が、1973（昭和
48）〜1977（昭和 52）年度は興亜火災がトップとなった。32 
 長期総合保険を巡る中堅・中小損保の競争について、興亜火災の社史には次のように記されてい
る。「昭和 43（1968）年 5 月には、大成火災が、6 月には大東京火災が認可を受け、翌 7 月には




6.4%）に終わった。（中略）48 年度は創立 30 周年の年に当たることから、契約保有高 1 兆円達成
運動、第 6 次ボーナス作戦などを実施し、シェアランク第 1 位を目指した。（中略）元受正味保険
料 138 億円、占有率 10.9%で、第 1 位となった」34と述べている。 
 長期総合保険は保険期間が 10 年であることから、顧客を長きにわたって囲い込むことが可能と
なる。そのため、他社に取られたら挽回するチャンスが巡って来ないという意味で、業界では「取







































 1979（昭和 54）年は、大手 4 社（東京海上、安田火災、大正海上、住友海上）40 が 10 年前に販
売した長期総合保険の満期が到来する年であった。損害保険業界では、再び「取って 10 年、取ら
れて 10 年」というスローガンが掲げられ、満期契約の争奪を巡る熾烈な競争が繰り広げられた。 
 189 
 これに先立つ 1975（昭和 50）年 1 月、従来のファミリー交通傷害保険に貯蓄性を加えた「積立
ファミリー交通傷害保険（略称「積ファ」）」を、日動火災他 14 社が発売した。 
この商品を開発した日動火災は、日本火災を含む中堅・中小損保と共同歩調をとることで、1974 
（昭和 49）年 12 月に大蔵省から認可を取得した。41 長期総合保険の場合と同じく、大手 4 社の認
可取得は、1979（昭和 54）年 3 月の満期到来まで先送りされた。この間、大手各社は販売体制を
周到に準備し、「積ファ戦争」と呼ばれるほど満期契約の争奪競争に備えていた。42 
  大手 5 社の積立ファミリー交通傷害保険に対する認識と戦略について振り返ってみたい。 
 大手損保の一角である日本火災は、同時期に認可を取得した中堅・中小損保に遅れをとった。日
本火災の社史は「51 年度には、売上げの多い会社で 15 億円、これに次ぐ各社でも 5〜7 億円を挙
げたが、続く 52 年度実績では、同時発売した他社が 15 億円、25 億円と売り上げているのに対し、
当社はわずかに 4 億円であり、発売している会社のなかでは、なんと最下位であった」43 と記して
いる。 
同社は年間予算 8 億 4,000 万円を 20 億円に修正すると同時に、積立ファミリー交通傷害保険を
軽視したことを反省し、販売方法を工夫するとともに代理店教育を徹底した。1978（昭和 53）年
度には予算を上回る 29 億円の実績を挙げ、先行認可 14 社中 4 位に上昇を果たした。44 




















「54 年 7 月 20 日の常務会では収入予算の修正動議が出され、50 億円から一挙に 200 億円へと
4 倍増に修正されたのである。周到な発売企画と強力な営業推進によって、当社の積立ファミリー
の 54 年度元受保険料収入は 190 億 6,500 万円にのぼった。東京海上は 170 億 7,000 万円で当社に










を取る年が 5 年も続いた。たまたま『長期総合保険』の 10 年契約更改時にあたったため、いっそ
う『積立ファミリー交通傷害保険』の販売に拍車がかかった」54 という。 
 住友海上では、大衆化路線への転換が遅れたため、積立型保険と自動車保険での営業強化が課題









































































し、爆発的なヒットに結びつけたのである。発売初月の 7 月のみで 13 億円、1985（昭和 60）年度
で 170 億円、1986（昭和 61）年度には他社にも認可されたが、住友海上の販売額は実に 490 億円
に達した。62 







































































































































 1983（昭和 58）年に社長に就任した後藤康男73 は、安田火災を東京海上に次ぐ業界 2 位に押し
上げた元社長 三好武夫74 の経営方針である、「安田火災ファミリー主義」、「T 号作戦」75 、「拡
大・均衡・効率化」を継承することを宣言した。 





































 自動車保険の増加に伴い、1967（昭和 42）年 10 月には大型電子計算機 IBM360 が導入され、
事務の効率化が図られるようになっていた。80 翌年 8 月には、システム化を支える子会社として安
田計算センター（株）が設立された。 
1972（昭和 47）年 10 月には、IBM システム 370 モデル 155 と OCR の導入によって契約計上
の集中化が進み、全国各支店の内務事務は本店内務部へ逐次統合されていった。さらに 1974（昭








 1983（昭和 58）年度の運用資産は 9,954 億円だったが、5 年後の 1988（昭和 63）年度には積立
型保険の販売拡大によって、約 2.5 倍の 2 兆 4,794 億円に達していた。84 この間の運用益は、1983




 1986（昭和 61）年 2 月に、投資顧問業務、資産運用管理のコンサルタント業務を行う「安田火
災投資顧問（株）（現・SOMPO アセットマネジメント（株））」85、同年 12 月に融資先の開拓や金
融サービスを提供する「安田火災総合ファイナンス（株）」がそれぞれ設立された。86  
1988（昭和 63）年 4 月には、資産運用部門が 8 部 23 課室体制に再編された。この背景には「金
融革命、金融の自由化・国際化の変化に対応するとともに、資産運用という面から総合的金融サー





図表 91 安田火災の財務部門体制（1988 年度） 
 










































































 図表 95 は、損害保険業界全体の総資産と元受保険料の推移を示している。右肩上がりで増加し
た背景には、積立型の人保険の伸びが貢献している。 
安田火災では 1982（昭和 57）年に総資産が 1 兆円を超え、100 周年の 1988（昭和 63）年には
2 兆 8,000 億円に達するなど驚異的な伸びを示した。 
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傷害保険

































図表 96 損害保険 4 社の元受保険料（1988 年 4～9 月） 
（単位：億円,％） 
 
（出所）保険研究所『インシュアランス損害保険特別統計号（平成 2 年度版）』を基に筆者作成。 
 














実績 伸び率 実績 伸び率 実績 伸び率
東京海上 5,750 13.2 380 1.3 6,130 12.4
安田火災 5,785 31.8 155 4.2 5,940 30.9
大正海上 3,207 9.6 195 7.9 3,402 9.5
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 本研究では、損害保険産業の戦後から自由化前までの約 50 年の発展の歩みを、①再建・伸展の
時代（1945～1954 年）、②高度成長の時代（1955～1973 年）、③安定成長の時代（1974～1985 年）、












































(3) リサーチクエスチョン 2・3 に対する結論 














の経営基盤は脆弱で、業界 3 位、4 位に転落するのは時間の問題といわれていた。 




























































が創業 100 周年度の 1988（昭和 63）年上半期末に一瞬とはいえ海上保険を除くノンマリン部門で
業界トップの東京海上を上回ることができたのは、自動車保険の積極転換以来の中長期的戦略が奏
功したものといえよう。もっとも、東京海上は遡る 1977（昭和 52）～1979（昭和 54）年のやはり





図表 97 は、メイン・リサーチクエスチョン、リサーチクエスション 1・2・3 と各章との関係を
一覧にしたものである。 
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2. 先行研究への貢献 
 本研究の分析により、先行研究に対して 3 つの点で貢献できたと考える。 




















































 本研究には、次の 2 つの点において限界がある。 




 第 2 に、本研究の分析手法の 1 つとしてオーラル・ヒストリーによるインタビューを行い、そこ
から得られた貴重なデータを質的データ分析法によって分析した。インタビューは、インタビュイ

































保険料割引を行う商品が販売されている。自動車産業は、CASE3 に代表されるように 100 年に一
度の変革期を迎えており、自動運転車で自動車事故の発生が極小化されれば、自動車保険のあり方













1 旧保険業法第 4 条（商号または名称）第 1 項「保険会社はその商号または名称中にその営む主 
たる保険事業の種類を示すことを要す」とされていた。わが国の損害保険は最初に海上保険に 













5 DX(Digital transformation)とは、IT 技術の革新的な進化をベースにして、新たな製品・サービ
スやビジネスモデル変革を行い、社会や組織・企業文化を変えていくことである。 
経済産業省では、『デジタルトランスフォーメーションを推進するためのガイドライン（DX 推進
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  2 つの産業はすでに世界経済を支配しており、今後、さらに躍進する。保険業について、市場関 
  係者のリスクを回避するための合理的な対応とは、保険に加入することであり、すなわち、これ 
  は将来の災いから身を守ることを意味する。保険会社は、国家の社会保障の補完的役割を担う。 
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 最後に、博士論文完成には 5 年を要したが、様々な形で励まし支えてくれた妻 まり、奇しくも
筆者と同じく損保業界および隣接する共済業界を自身の仕事に選択した息子 翔太、真吾、娘 夢乃
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20
18
年
1月
15
日
18
0
齊
藤
 清
隆
安
田
火
災
海
上
保
険
・損
害
保
険
ジ
ャ
パ
ン
・損
害
保
険
ジ
ャ
パ
ン
日
本
興
亜
シ
ス
テ
ム
部
門
と
自
動
車
保
険
、
損
害
率
改
善
と
企
業
文
化
、
自
由
化
時
代
の
シ
ス
テ
ム
・損
害
査
定
、
ア
ジ
ャ
ス
タ
ー
制
度
な
ど
20
18
年
2月
23
日
16
5
佐
野
 雅
宏
安
田
火
災
海
上
保
険
・損
害
保
険
ジ
ャ
パ
ン
・損
害
保
険
ジ
ャ
パ
ン
日
本
興
亜
熾
烈
な
企
業
間
競
争
、
積
立
保
険
の
競
争
と
協
調
、
規
制
・料
率
算
定
会
、
自
由
化
と
自
動
車
保
険
新
商
品
開
発
、
T
Y
の
ラ
イ
バ
ル
関
係
な
ど
20
18
年
5月
4日
18
0
大
利
 正
宏
大
正
海
上
火
災
保
険
・三
井
海
上
火
災
保
険
・三
井
住
友
海
上
火
災
保
険
業
界
の
競
争
意
識
、
損
害
査
定
部
門
と
業
界
協
調
、
業
界
各
社
の
差
異
、
合
併
対
応
、
地
震
保
険
と
事
故
対
応
、
算
定
会
制
度
と
自
由
化
な
ど
20
18
年
5月
21
日
16
0
浜
口
 和
也
東
京
海
上
火
災
保
険
・日
動
火
災
海
上
保
険
・東
京
海
上
日
動
火
災
保
険
営
業
で
の
企
業
間
競
争
、
業
界
で
の
ラ
イ
バ
ル
関
係
・T
Y
戦
争
、
自
動
車
保
険
の
引
受
規
制
・算
定
会
料
率
、
G
oG
o作
戦
、
自
由
化
対
応
、
新
商
品
開
発
な
ど
20
18
年
6月
11
日
15
0
石
塚
 雅
範
安
田
火
災
保
険
・損
害
保
険
ジ
ャ
パ
ン
示
談
交
渉
サ
ー
ビ
ス
、
損
害
査
定
と
業
界
協
調
、
モ
ー
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
と
自
動
車
保
険
、
積
立
保
険
全
盛
期
、
自
営
部
門
、
保
険
金
支
払
い
漏
れ
事
件
・業
務
停
止
な
ど
20
18
年
10
月
21
日
12
0
有
吉
 孝
一
安
田
火
災
海
上
保
険
戦
後
の
損
害
保
険
シ
ス
テ
ム
、
保
険
審
議
会
、
保
険
行
政
、
算
定
会
料
率
制
度
、
業
界
の
競
争
・協
調
な
ど
20
18
年
10
月
23
日
12
0
栗
山
 泰
史
安
田
火
災
保
険
・損
害
保
険
ジ
ャ
パ
ン
業
法
・募
取
法
・算
出
団
体
法
、
規
制
下
の
企
業
間
競
争
・協
調
、
保
険
審
議
会
、
日
米
保
険
協
議
、
自
由
化
対
応
、
保
険
金
支
払
い
漏
れ
事
件
、
T
Y
戦
争
、
新
種
保
険
の
発
展
な
ど
20
18
年
11
月
15
日
12
0
佐
野
 清
明
東
京
海
上
火
災
保
険
・東
京
海
上
日
動
火
災
保
険
マ
リ
ン
部
門
の
競
争
・協
調
、
先
人
に
学
ぶ
、
日
米
保
険
協
議
、
企
業
文
化
、
自
由
化
対
応
、
ノ
ン
マ
リ
ン
部
門
で
の
シ
ェ
ア
競
争
な
ど
20
18
年
11
月
26
日
20
0
豊
島
 達
哉
安
田
火
災
海
上
保
険
・損
害
保
険
ジ
ャ
パ
ン
・損
害
保
険
ジ
ャ
パ
ン
日
本
興
亜
積
立
保
険
、
デ
ィ
ー
ラ
ー
チ
ャ
ネ
ル
で
の
他
社
競
合
、
自
動
車
営
業
部
門
、
代
理
店
対
応
改
革
、
ラ
イ
バ
ル
会
社
と
の
競
争
・競
合
な
ど
20
18
年
12
月
18
日
12
0
有
吉
 孝
一
安
田
火
災
海
上
保
険
自
由
化
と
日
米
保
険
協
議
、
自
由
化
対
応
、
業
界
再
編
の
き
ざ
し
、
自
由
化
に
向
け
た
体
質
改
善
、
総
合
金
融
機
関
化
構
想
な
ど
20
19
年
3月
4日
12
0
有
吉
 孝
一
安
田
火
災
海
上
保
険
住
宅
金
融
公
庫
特
約
火
災
保
険
、
企
業
文
化
・ス
タ
ン
ス
、
T
号
作
戦
・T
Y
戦
争
、
査
定
体
制
・事
故
対
応
、
保
険
金
支
払
い
漏
れ
事
件
な
ど
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
オ
ー
ラ
ル
・ヒ
ス
ト
リ
ー
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
リ
ス
ト
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有
吉
氏
①
有
吉
氏
②
西
浦
氏
①
西
浦
氏
②
栗
山
氏
①
石
河
氏
①
中
村
氏
①
安
藤
氏
①
齋
藤
氏
①
佐
野
(雅
)氏
①
浜
口
氏
①
大
利
氏
①
石
塚
氏
①
栗
山
氏
②
佐
野
(清
)氏
①
豊
島
氏
①
有
吉
氏
③
有
吉
氏
④
有
吉
氏
⑤
計
第
1
章
　
戦
後
規
制
下
に
お
け
る
損
保
産
業
の
沿
革
　
バ
ブ
ル
経
済
と
戦
後
体
制
終
焉
の
時
代
1
1
2
1
1
6
　
　
　
積
立
保
険
全
盛
期
1
1
2
1
2
7
　
　
　
業
法
改
正
3
3
6
　
　
　
自
由
化
・
規
制
緩
和
5
3
1
1
1
1
8
1
3
2
2
1
4
5
2
4
5
3
　
　
　
日
米
保
険
協
議
1
1
5
4
6
2
1
9
2
9
　
　
　
金
融
危
機
と
損
保
産
業
1
2
2
3
8
　
　
　
保
険
会
社
の
破
綻
0
　
　
　
第
三
分
野
商
品
1
8
9
　
安
定
成
長
の
時
代
0
　
　
　
示
談
交
渉
付
自
動
車
保
険
6
1
6
1
3
　
　
　
積
立
フ
ァ
ミ
リ
ー
交
通
傷
害
保
険
1
1
1
1
4
　
高
度
成
長
の
時
代
0
　
　
　
自
動
車
保
険
1
5
1
5
1
3
1
1
1
8
　
　
　
地
震
保
険
1
4
1
6
　
　
　
代
理
店
制
度
1
2
4
7
　
　
　
自
賠
責
保
険
1
2
3
2
2
1
0
　
　
大
　
衆
保
険
化
2
3
5
　
再
建
・
伸
展
の
時
代
0
　
　
　
業
法
・
募
取
法
・
算
出
団
体
法
1
2
1
4
3
1
1
　
　
　
住
公
特
約
火
災
保
険
2
1
1
4
　
　
　
独
占
禁
止
法
1
1
1
2
2
1
8
　
　
　
過
当
競
争
1
1
1
3
　
　
　
護
送
船
団
1
1
2
3
3
1
2
5
1
8
　
　
　
2
0
社
体
制
1
2
1
1
3
8
第
2
章
　
損
保
シ
ス
テ
ム
の
形
成
と
意
義
0
　
損
保
協
会
・
業
界
活
動
1
1
1
1
3
3
1
0
　
自
動
車
保
険
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
1
1
1
1
1
4
3
4
6
3
2
5
　
規
模
の
経
済
1
1
2
4
　
損
保
シ
ス
テ
ム
の
特
徴
1
1
1
3
2
2
3
3
1
1
7
　
保
険
規
制
の
国
際
比
較
3
5
8
　
算
出
団
体
法
・
算
定
会
・
独
禁
法
適
用
除
外
1
1
　
代
理
店
制
度
1
1
2
3
7
　
保
険
審
議
会
1
2
2
1
6
　
監
督
法
令
（
業
法
・
募
取
法
・
算
出
団
体
法
）
4
4
　
　
　
算
出
団
体
法
1
1
　
　
　
　
算
定
会
（
料
率
）
1
1
2
1
1
1
5
1
5
3
3
0
　
　
　
募
取
法
1
3
2
6
　
　
　
業
法
2
1
3
　
保
険
行
政
（
護
送
船
団
）
1
1
1
5
6
2
1
7
3
1
5
1
2
5
4
　
規
制
の
背
景
6
1
7
　
保
険
行
政
（
護
送
船
団
）
と
損
保
シ
ス
テ
ム
1
2
2
3
8
第
3
章
　
損
保
産
業
の
経
営
理
念
・
経
営
戦
略
と
大
衆
化
路
線
0
　
大
衆
化
路
線
と
商
品
開
発
1
1
2
　
　
　
大
衆
保
険
と
シ
ス
テ
ム
1
3
2
1
2
1
1
9
　
　
　
積
立
型
保
険
1
1
1
1
2
1
7
　
　
　
商
品
多
様
化
・
商
品
開
発
4
6
5
2
1
2
1
2
1
2
4
　
　
　
ノ
ン
マ
リ
ン
大
衆
保
険
（
企
業
か
ら
大
衆
保
険
へ
）
2
2
1
1
1
2
2
1
1
　
各
社
企
業
行
動
と
大
衆
化
路
線
2
1
1
1
5
　
中
長
期
経
営
計
画
と
各
社
戦
略
1
1
　
　
　
海
外
進
出
1
1
　
　
　
シ
ン
ク
タ
ン
ク
1
1
　
　
　
資
産
運
用
1
1
　
　
　
シ
ス
テ
ム
体
制
強
化
1
3
2
1
2
1
1
9
　
　
　
営
業
戦
略
・
査
定
戦
略
・
人
材
育
成
6
7
6
3
4
2
2
1
1
3
3
5
2
2
1
8
1
1
2
8
7
　
　
　
　
県
別
支
店
体
制
1
1
1
3
　
　
　
　
地
区
本
部
体
制
1
1
2
　
　
　
　
代
理
店
チ
ャ
ネ
ル
5
2
5
1
6
4
1
1
3
9
1
1
4
8
　
　
　
　
研
修
生
制
度
3
1
1
1
6
　
　
　
　
ミ
ニ
店
舗
2
1
3
1
4
1
1
　
経
営
理
念
0
　
　
　
経
営
理
念
5
4
1
1
0
　
　
　
企
業
文
化
・
社
風
7
1
7
2
5
1
2
4
1
0
1
6
2
4
8
　
損
保
各
社
の
創
業
史
・
企
業
系
列
・
特
徴
1
2
3
2
1
5
1
4
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
オ
ー
ラ
ル
・
ヒ
ス
ト
リ
ー
と
コ
ー
デ
ィ
ン
グ
マ
ト
リ
ク
ス
（
コ
ー
デ
ィ
ン
グ
全
体
像
）
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損
保
各
社
の
創
業
史
・企
業
系
列
・ 特
徴
1
2
3
2
1
5
14
有
吉
氏
①
有
吉
氏
②
西
浦
氏
①
西
浦
氏
②
栗
山
氏
①
石
河
氏
①
中
村
氏
①
安
藤
氏
①
齋
藤
氏
①
佐
野
(雅
)氏
①
浜
口
氏
①
大
利
氏
①
石
塚
氏
①
栗
山
氏
②
佐
野
(清
)氏
①
豊
島
氏
①
有
吉
氏
③
有
吉
氏
④
有
吉
氏
⑤
計
第
4章
　
非
連
続
な
環
境
変
化
へ
の
対
応
と
価
値
創
造
戦
略
0
　
自
動
車
保
険
リ
ス
ク
認
識
・戦
略
1
1
1
1
1
1
6
　
　
　
リ
ス
ク
認
識
・引
受
規
制
2
1
1
1
2
1
1
6
1
3
2
1
22
　
　
　
そ
の
他
損
保
1
1
2
1
1
6
　
　
　
大
東
京
火
災
1
1
2
　
　
　
日
本
火
災
0
　
　
　
住
友
海
上
2
1
1
3
7
　
　
　
大
正
海
上
（三
井
海
上
）
1
1
1
1
4
　
　
　
安
田
火
災
9
2
2
26
3
15
2
59
　
　
　
東
京
海
上
1
2
1
1
4
22
2
3
36
　
交
通
事
故
1
1
1
3
　
モ
ー
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
3
3
　
損
保
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
1
1
第
5章
　
自
動
車
保
険
を
中
心
と
す
る
企
業
間
競
争
と
協
調
0
　
自
動
車
保
険
の
企
業
間
協
調
5
7
8
14
3
2
8
7
4
2
60
　
T
Y
戦
争
7
1
5
7
3
2
2
2
29
　
　
　
G
oG
o作
戦
1
2
1
4
2
10
　
　
　
T
号
作
戦
1
2
6
2
4
1
1
4
3
10
1
1
4
40
　
東
京
海
上
の
独
走
と
大
手
他
社
と
の
企
業
間
競
争
2
2
　
自
動
車
保
険
を
め
ぐ
る
企
業
間
競
争
4
4
　
　
　
規
制
下
に
お
け
る
企
業
間
競
争
1
7
2
1
9
9
2
8
8
3
1
1
52
　
　
　
競
争
・引
受
規
制
2
1
1
6
2
1
1
1
15
　
　
　
そ
の
他
損
保
1
2
1
10
3
1
18
　
　
　
大
東
京
火
災
1
2
1
3
2
9
　
　
　
日
本
火
災
2
2
1
1
6
　
　
　
住
友
海
上
2
1
1
1
1
1
4
11
　
　
　
大
正
海
上
（三
井
海
上
）
1
1
1
1
1
1
6
　
　
　
安
田
火
災
11
10
19
10
44
1
1
4
2
31
22
2
4
16
1
　
　
　
東
京
海
上
2
4
4
4
6
5
21
3
7
1
1
58
　
モ
ー
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
と
自
動
車
保
険
2
9
1
12
　
自
動
車
保
険
小
史
1
2
3
第
6章
　
積
立
型
保
険
を
中
心
と
す
る
企
業
間
競
争
と
協
調
1
1
　
積
立
型
保
険
に
お
け
る
企
業
間
協
調
5
1
3
5
14
　
安
田
火
災
の
積
立
型
保
険
戦
略
行
動
1
1
　
　
　
総
合
金
融
機
関
7
2
1
1
11
　
積
立
型
保
険
と
企
業
間
競
争
と
協
調
・戦
略
3
1
3
2
1
10
　
　
　
そ
の
他
損
保
1
2
1
1
5
　
　
　
日
本
火
災
1
1
2
　
　
　
住
友
海
上
1
1
　
　
　
大
正
海
上
（三
井
海
上
）
1
1
　
　
　
安
田
火
災
1
1
1
2
1
12
7
2
1
28
　
　
　
東
京
海
上
2
1
1
1
1
2
2
10
　
長
期
総
合
保
険
と
企
業
間
競
争
1
2
3
番
外
　
自
由
化
・規
制
緩
和
以
降
0
　
自
由
化
と
行
政
1
1
　
自
由
化
に
よ
る
異
業
種
・他
業
種
・外
資
参
入
3
1
4
　
自
由
化
後
の
商
品
開
発
と
シ
ス
テ
ム
8
13
4
5
1
1
32
　
再
編
・合
従
連
衡
1
5
2
1
5
4
1
19
　
業
界
不
祥
事
　
保
険
金
支
払
い
漏
れ
4
1
5
　
安
田
火
災
　
後
藤
社
長
4
1
5
　
安
田
火
災
創
業
10
0周
年
1
1
　
自
由
化
後
の
損
保
1
1
1
20
1
5
17
5
4
2
6
1
3
67
　
現
代
の
損
保
経
営
・経
営
課
題
1
11
1
4
1
18
　
東
日
本
大
震
災
と
損
害
保
険
の
役
割
1
3
4
合
　
　
　
計
86
19
67
57
85
17
6
46
91
52
17
2
16
4
26
17
6
14
6
62
81
64
43
19
16
32
